



ソビエ トにおいては1975年1月1日か ら国民経済の固定 フォン ド(固定資産)
にたい して新 しい減価償却控除率が適用 され ることにな った。 このため,1955
年か ら約8年 間にわた る大論争のすえ制定 され01963年1月1日か ら適用 され
てきた従来の減価償却控除率は,12年間存続 してきたがその効 力を失な うこと
になった。
新償却率の作成作業にあた っては,つ ぎの2つ の資料が充 分に活用 され た。
1つは,新 償却率の作成作業 と平行して実施 され た,1972年のホズ ラスチ ョー
ト制のすべての企業 と組織 の固定 フ ォン ドの統一資産再評価の結果 えられ た固
定フ ォン ドの再調達価額 と物理 的磨滅の資料 である。 も う1つ は,1963年の償
却率の これ までの適用経験 を総括 して作成 され,1970年12月に ソ連邦 ゴスプラ
ンに よって承認 され た 「現行 の減価償却控除率 の正確i化と減価償却計算のため
の固定 フォン ドの分類に関す る方法論的訓令」の資料であ る。 この2つ の資料
をもとに しなが ら新償却率 の作成にむけて,多 数 の論者は,前 回の ような大規
模な論争 に まで発展 しなか った ものの,新 償却率の作成原理 とそれ と関連 して
の減価償却の理論 と制度につ いての論議 を展開 させた。
そして,こ の論議 のす え,ソ 連邦 ゴスプ ラソ,ソ 連邦建設事業国家委員会,
ソ連邦財務省,ソ 連邦 ゴスパソ ク,ソ 連邦 ス トロイバン ク,そ して ソ連邦中央
統計局は,新 しい 「国民経済における減価償却控除の計画化,算 定 および利用
の方法 に関す る規程」《rIo⑯>KeHHeofioPRAKennaHMPoBaHu9・HagvacAeHHfill
Hcnonb30BaHH"aMopTH3aqvaoHHblxoTgHcneHutiBHapo双HoMxo3崩cTBe》を承
認し,そ れ とともに,新 減価 償却控除率が1975年1月1日か ら国民経済へ導入
されることになったのであ るω。
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そ こで,本 稿は,ソ ビエ トにおけ るこれ までの減価償却率の変遷 を一瞥 した
あ と,1963年償却率 改訂の歴史 的事情 と新償却率作成原理,1975年新償却率の




ソビエ トにおいては,原 則 として,減 価償却控除は固定 フ ォン ドの取得価額
(再評価後は再評価時点の再調達価額)に たいす る百分率 として設定 された償却率
をも とにして算定 され,減 価償却 の計算方法 は定額 法が採用 され てい る。 この
ことは ソビエ トの これ までの減価償却の歴史 において も,ま た現在 におい ても
堅持 されている。
1917年の革命直後の ソ ビエ トにおいては,IS98年と1916年の革命前 の償却率
が継承 され たが,そ の後,社 会主義建設 の進捗 とともに,大 戦前の1923年償却
率,1930年償却率,1938年償却率,大 戦後の1949年償却率,1951年償却率,19
55年償却率 そして1974年まで採用 され た1963年償却率が,そ れ ぞれ改訂をか さ
ね て これ までに存在 していた。
1923年償却率は,固 定 フォン ドを3つ の グループに分類 し,各 グル 一ー・プに償
却率 を設定 した非常に簡 単な差別 償却率であった。
1930年償却率は,固 定 フォソ ドを1923年償却率 と比較 して,若 干詳細に7つ
の グル ープに分類 し,そ の分類を基 礎にして交替係数 と操業度 を加味 した差別
償却率 であった。 この時に決定 された減価償却計算のための固定 フ ォン ドの分
類は,そ の後,そ の分類 の不充分 さを認めつつ も変更 され ることな く1962年ま
で存続 した。
1938年償却率は人民委員部(省)別の平均償却率 として設定 された。 同時に,
大修繕 をも減価償却控 除で考慮す るとい う重要 な制度上の改革を もた らした。
その結果,償 却率は これ までの更新用減価償却控除率 と新設 された大修繕用減
価償却控除率 との2種 類 になった。 前者の控除資金は全社会的に集中 されて労
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働者国家 の管理 下におかれて基本建設に利用 され,後 者 の控 除資金は個 々の企
業の管理下にゆだね られて固定 フォン ドの大修繕に利用 され ることに なった。
なお,1938年の人民委員部別 の平均償却率の作成 にさい しては,固 定 フォン ド
の種類別 の差別償却率を作成 す ることが当初予定 されていたのであるが,そ れ
は実施されず,結 局その後において も,1930年差別償却率が,1930年の減価償
却計算のための固定 フォン ドの分類 とともに存続 した のであ る。 このた め,平
均償却率 と差別償却率 とが共存 し,個 々の企業 においては両者の一定 の調整の
もとで減価償却は計算 され ることに なったω。
1949年償却率,1951年償却率そして1955年償 却率は,と もに省別の平均 償却
率であ り,当 時 の卸売価格 の引下げな どの条件を考慮 して平均償却率をそれぞ
れ改 訂した ものであった。
こうして.ソ ビエ トにおいては,主 として,1930年の差別償却率,1938年に
おけ る大修繕償却率 と平均償却率の導 入に よって,社 会主義減価償却制度 の骨
格が大戦前 においてほぼ完成 していたのであ る②。
ところが,1963年償却率 以前 のすべての償却率は,当 時定説 となっていた社
会主義 のも とでは道徳的磨滅 は存在 しない とい う見解 に ささえられ て,機 械 ・
設備な どの固定 フォン ドの道徳的磨滅は まった く度外 視 され.も っぱら物理的
磨滅を もとにして設定 され ていた。 また,一 部 の地域や一部の産 業部門 で,そ
して,特 殊 な歴史的事情 のもとで,部 分的な固定 フォン ドの再評価が実施 され
てきた とはいえ,全 社会的な規模に よるすべ ての固定 フ ォソ ドの統一再評価は
これ まで一度 も実行 されて こなかった。 このため,固 定 フ ォン ドは各種の価額
で評価され,そ の評価価額 に もとついて減価償却控除額 が算定 され ていた。 さ
らに,1938年以来,固 定 フォソ ドの適正 な分類 もな く,ま た,固 定 フォン ドの
種類に応 じた差別償却率 も制定 され るこ ともな く,し たが って.現 実 の固定 フ
ォン ドの構成に基礎をおかず,事 前に恣意的に計算 された平均償却率 を指令 と
して受け とって,企 業 は減価償却費を計算す ることも,減 価償却会計の欠陥 と
なっていた。
そこで,周 知の よ うに,1955年か らの大論争 をふ まえて,技 術進歩の もとで
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の固定 フ ォン ドの道徳的磨滅 を考慮 し,ま た,固 定 フ ォン ドの詳細な グルー プ
・種類別分類に応 じて設定 された薪 しい差別償却率 と1960年の国営企業,1962
年の コルホーズの統一資産再 評価か らえられ た新 しい固定 フ ォン ドの評価価額
を基礎 にして,1963年1月1日か らは減 価償却控除が算定 され ることになった
のである(3)。
1930年の差別償却率以後初めて設定 された1963年の差別償却率はつ ぎの よ う
な特徴を もっていた。減価償却計算のために固定 フ ォン ドは,ま ず全体を10グ
ループに区分 し,つ いで各 グループを整理番号100桁と10000桁の クラスに区分
して,グ ループ ・種類別 に詳細に分類 された。そして,こ の固定 フォン ドの分
類に対応 して,約1100の種の総償却率が決定 され,そ の内訳 として,更 新用償
却率 と大修繕用償却率 とがそれぞれ設定された。 この償却率は全国民経済 に と
って統一 され てお り,す べての企業 と組織 に とらてその採用 は義務 とな り,こ
れ まで減価償却 計算が不備であった コルホーズに とって もその採用が なされ る
ことになった。 なお,固 定 フ ォン ドの運営条件の差異に したが って,一 定 の係
数を利用して償却率を修正することはできる。差別償却率は・従来通 り原則と
して,固 定 フォン ドの取得価額(再 評価後は再調達価額)に たいす る百分 率 で 設
定 され るが,た とえば,自 動車(消防自動車など特殊 自動車は除 く)の大修繕用償
却率は走行距離1000キロメー トルあた りの車輌の価額 にたいす る百分率 で設定
された。 た £し,自 動 車の更新用 償却率は走行距離 とは関係 な く車輌 の価額に
たいす る百分率で設定 された。 トラクターや コンバ インの償却 率は,多 くの機
械 ・設備 の償却率 と同様に,そ の価額 にたいす る百分率 として設定 された。使
役家畜については更新用償却率のみ設定 されたが,畜 産家 畜については これ ま
で通 り減価償却 しない ことにな った。企業が予備 として もってお りバ ランスに
計上 されてい る設備 と運送 手段については,こ れ まで減価 償却 され な か っ た
が,1963年か らは更新用 償却率が設定 され減価償却 され ることになった。 コル
ホ ーズの場合を除いて住宅については,大 修繕のための控除計算 のみを実施す
ることにな り,こ のための大修繕用償却率が設定 され,ま た住 宅の磨滅 の規模
を知 る うえで利用 され る更新 用償却率 も設定 された。 「世紀的」構築物 につい
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ては,耐 用年数1㎜ 年 つ まり更新用償却率0.1%を限度 として設定 され ること
とな り,た とえば,地 下鉄随道には(}.1%,地下鉄駅にはO.2%,運河には0.
65%の更新用償却率 がそれ ぞれ設定 された。更新用 と大修繕用 の減価償却控除
は,規 定 された減価償却期間満了後 において も固定 フォン ドが現実に利用 され
ているな らば,実 施 され る。
年間の減価償却額は よく知 られてい るつ ぎの公式で算定 され る。
n+K+.zz-B∠4=C
A……年間の減価 償却額
tt… 固定 フ,オン ドの取得価額(再 評価後には再調達価額)
K……全耐用年数 中の大修繕費用
∬…… 固定 フ ォン ドの除却費
B……除却時の固定 ブ ォン ドの処分価額
C……固定 フォン ドの耐用年数
また,年 度償却率(H)はつ ぎの公式 で算定 され る。




更獅 償却率」 ≡ 毛 豊 ×100
大罐 用償却率一苦 留
なお,1963年か らは,大 修繕 と同時 に実施 され る設備 の近代化の費用は大修
繕費に含め られ ることにな った。 また,除 却に さい して,固 定 フ ォン ドの未償
却残額は,国 営企業 では1963年以前は国家 の負担つ ま り定款基金の減少のみで
処理していたが,未 償却に関係 した損失は企業の財務経済活動の結果 つ ま り利
潤の減少に も関連づけ られたbさ らに,更 新用控除資金は全社会的 に集中 され
て国家の管轄下におかれ,大 修繕用控除資金は個 々の企業の管轄 下に おかれ る
という方 式(コルホーズと消費協同組合を除 く)は:1965年の9月 以降に 「新経済
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制度」へ移行 した企業にお い て は,更 新用控除資金の1部(30～50%)を工 業
企業では 「生産発展基金 」へ くみいれて,更 新用控除資金の1部 を個 々の企業
の管轄下 にお くことになった〔%
以上,ソ ビエ トにおけ る1975年以前 の償却率を概 観 してきたが,こ の ことを
予 備知識 としなが ら,つ ぎの課題 を考察 してい くことに しよ う。
{1)個々の企業ではつ ぎの ようにして減価償却費を計算 した。まず,固 定フ ォン ドの種類別に1930
年の差別償却率を適用して減価償却費を計算し,そ の合計額を算出す る。一方では,固 定 フォン
ド総額に省か ら指令 として受け とった平均 償却率を採用 して減価償却総額を求める。そ して両者








却会計の手続処理については,拙 稿 「最近の ソビエ トおよびセフ諸国におけ る減価償却の動向」
(日ソ協会発 行 「日ソ経済調査資料」1973年12月25日,74年1月5目合併号)を 参照 されたい。
〈5)1963年の差別償却率の詳細な内容 については,拙 著 「前掲書Jの 第4章 と付録 「ソ連邦国民経
済の固定 フォン ドの減価償却控除率」一覧表を参照 されたい。
〔2〕1963年償却率改訂の歴史的事情
1963年償却率 は12年間にわた って国民経済 の固定 フォン ドの減価償却計算 の
ために適用 され た。 では この12年間に,ソ ビエ ト経済において,1963年償却率
を改訂 させなけれ ばならないいかなる要 因がお きたのであろ うか。 まず この間
題についてみてお こ う。
周知 のよ うに.ソ ビエ トの現段階におけ る社会主義経済は,第24回 党 大 会
(1971年)や第9次5力 年計画(1971～1975年)指令に よって強調 され てい る よ
うに,社 会的生産の効率 の向上,労 働生産性 の向上,科 学 ・技術進歩の高 いテ
ンポに もとついた経済運営の集約化に よって発展 していかねば ならないω。 科
学 ・技術進歩の もとでの生産 の集約化は固定 フ ォン ドの更新に よって保障 され
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る。それ は新 しい企業の建設,企 業の再 建 と拡張,機 械 ・設備の更新 と近代化
とによってお こなわれ る。その さい,陳 腐化 した機械 ・設備の取替 えは重要 な
意義を もつ ことになる。そ して,生 産の集約 化は,現 存の固定 フ ォン ドを ヨリ
充分に利 用 し,新 しい 固定 フ ォソ ドの生産へ の急速 な導入 を必要 とす る。すべ
てこれ らの ことは,固 定 フ ォン ドの価値の回転 を早 める と同時 に,減 価僕却控
除の意義を いち じるし く高め ることになる。 こ うした科学 ・技術進歩の も とで
の生産の集約化は,1963年償却 率を修正 させ る必要を もた らした のであ る{2)。
これ また周知の ように,ソ ビエ トでは1965年9月よ り,「 工業管理 と計画化
の改善,工 業生産の経済的刺激の強化について」 の党決議に したが って,い わ
ゆる 「新経済制度」が導 入された。新経済制度 のもとでは,個 々の企 業は 「完
全ホズラスチ ョー ト」の経営思考の もとで運営 され ることに なったが,そ の場
合,固 定 フ ォン ドの利用を改善す るための多 くの施策が採 用 されだ3}。と りわ
け,工 業企業の収益率は,従 来の生産物の原価 にたいす る利潤の比率 としてで
はな く,生 産 フ ォソ ド(生産的固定フォン ド+基準化流動資産)に たいす る利潤 の
比率 として設定 され,し か も,そ の収益率は個 々の企業 の経済的刺激基金 の形
成と結合 させた。 また,企 業 のもつ生産 フォン ドにたい して使用料を国家が徴
収す ることにな り,「 生産 フォン ド使用 料」が新設 された。 これ らの改革は,
固定 フ ォン ドの評価価額が正確 であ り,減 価償却控除率が適 確である ことを前
提 とす る。 なぜ ならば,固 定 フ ォン ドの評価価額 と減価償却 率は生産物原価,
利潤そ して収益性 の算定に とっての基礎 とな るか らであ る。
ところで,ソ ビエ トでは,1967年7月1日と1969年1月1日には卸売価格 の
改訂が実施 され,ま た,近 年の ソビエ トにおけ る労働生産性の向上に よる固定
フォン ドの再生産条件はいち じるし く変化 していた。 また,新 しい固定 フ ォソ
ドが多量に生産過程 に導入 されていった。 これ らの ことは固定 フ ォソ ドの評価
価額の修正 とそれ に もとつ く償却率 の改訂を必要 とさせ たのであ る。
そ こで,ソ ビエ トでは,コ ルホ ーズを含むすべ てのホズ ラスチ ョー ト制企業
と組織におけ る固定 フ ォン ドの再評価 が1972年1月1日に実施 された。 この資
産再評価は卸売価格の改訂 と近年における固定 フ ォン ドの再生産条件の変 化に
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応 じて固定 フォン ドの評価価額を修正 し,個 定 フォン ドの再 調達価額を決定 し
た。資 産再評価の結果,ホ ズラスチ ョー ト制企業 と組織におけ る固定 フ 音ン ド
の総価額は,従 来の6480億ルーブルか ら7215億ル ーブルとな り,つ ま り735億
ルーブル(11%)増加したω。 ソピエ ドでは資産再評価 の過程 で,固 定 フ・オン ド
の物理的磨滅の規模 も決定 され るが,そ の物理的磨滅の総規模は再調達価額に
たいして25%であ ることがあ きらかにされた㈲。 減価償却控除 の計算は再評価
の結果決定 された固定 フ ォン ドの新 しい価額 に もとつい て実施 されるため,こ
こに,今 回の資産再評価の実施 と同時に,1963年償却 率を改 訂 させ る必要を も
た らした。 こ うして,資 産再評価の結果 えた固定 フ±ン ドの新 しい評価価額 の
資料 と物理 的磨滅の規模 につい ての資料を活用 しなが ら,現 段階の ソビエ ト経
済の要 求に適合 した1975年の新償却率の作 成がなされてい くことになったので
あ る{%バ ・`・
ω 第9次5力 年計画で{よ,既存企業の拡大 と再建にたいして資金を投入す ることの必要がとくに
強調された。 この点について,ブ レジネフは第24回党大会の演説でつぎのよ うにい っ て い る。
「あまりおお くの資金が新建設にまわ され,生 産の近代化と設備の更新にむけ られ る資金はあ き
らかに不足してお り,その結果,お お くの工場改修が,ゆ るしがたい{まどに遅れることにな りま
す。新5力 年計画では,操 業 中の企業の拡大 と再建に もっとおお くの注意をは らわねばな りませ
ん。」(日本共産党中央委員 会発行 「世界政治資料」No.356.36ページ.)。
② 科学 ・技術進歩のもとでは償却率を定期的に改訂 させ る必要のあ ることは,こ れ まで ソビェ ト
では,定 説 となっている。た とえば社会主義のもとでは固定 フォン ドの道徳的磨滅は存在しない
と主張していた 「ソビエ ト大百科事典」においてさえも 「減価償却」の項目では,「減価償 却 率
は技術,技 術学および生産組織の発展 とともに走期的た再検討されねぽならない」 といっている
〆(B
onbnlaHcoBeTcKaflgH朋仙one珊只.BTopoeH3AaHHe.ToM.2,1950.cTp.292.)。また,
プダーベイとコノバ ローバ アは,「減価償却政策」《AMopTu3aUnoHHaflfionvaTvaKa》とい う用語
を ソビエ トで初めて使用しながら,「ソ連邦共産党 第24回大会指令でしめされた滅価償却政策は,
生産効率向上の課題に答え,固 定 フォン ドの更新テ ンポの向上を必要 とす る。生産の集約化の過
程で,固 定 フォン ドの価値の実質的回転,し たが って,そ の更新のテンポは早 まる」 とし,こ う
した減価償却政策にそった償却率の改訂を提唱している(B.By,qaBeA,H.KoHoBaaoBa,06H・
oBneHMeMaMopTH3auliflocHoBHNxφeHAoB.《BonpocNgKoHoMuKH》1971.No.7.cTp.34、)。






{6)前回の資産再評価は,1955年7月1日の卸売価格の改訂 と当時の固定フ ォン ドの再生産条件を
考慮して,1960年1月1日(国営企業)と1962年1月1目(コ ルホーズ)に 実施された。この資
産再評価の結果えられた固定 フォン ドの再調達価額 と物理的磨滅の資料を利用 して作成されたの
が1963年償却率であった。このように,固 定 フォン ドの再評緬 の実施 と償却率の改訂 とが同時平
行的におこなわれ ることは,ソ ビエ トtcおけ る1つ の特徴 となっている点は留意しなければなら
ないであろ う。なお,今 回の資産再評価の内容については,拙 稿 「ソビエ トにおける資産再評価
について」(本誌第58巻5号)を 参照 されたい。
〔3〕1975年新償却率の作成原理
すでにみた旧償却率改訂 の歴史的事情の もとでの新 しい減価償却率を作成す
る基本的方向は,簡 潔にい うならば,現 代 の科学 ・技術進歩 の要請に対応 して
固定 フォン ドの更新 を加速化す るための条 件を確保す ることであるといえ る(1}。
では,1975年新 償却率 は この基本的方向にそって どの ような原理に もとついて
作成 され ることになったのであろ うか。 この問題 に答 えるために,ま ず,ソ 連
邦 ゴス・プランに よって1970年12月に承認 された 「現 行の減価償却控除率の正確
化 と減価償却計算のための固定 フォン ドの分類 に関す る方法論的訓令」《MeTO-
AHqecKHeyKa3aHH只noyToqHeHロK)」1,eHcTBYK]}urHxHopMaMopTH3allHoHHNx
oTqHc"eHWhMKnaCCXφMKallMHOCHOBHblXtpOH」IOBAn"HCgMC刀eHMAaMOPTIi3allHll》
似 下 「訓令」 とい う)の内容を解明してい きたい②。
「訓令」 自体 の作成 にさきがけて,ソ 連邦 ゴス プランは国民経済における19
63年償却率 の実践経験 の効果を全面的に分析 し,そ の分析の結果,大 論争 のす
え1963年償却率 を作成 した原理は実践 において正 当であることを確認 した。 こ
のたあ,1963年償却率の作成原理 が基本的には 「訓令」においてもひ きつづ き
維持され ることにな った`3}。
なによ りもまず,「 訓令」は,た えまない科学 ・技術進歩の も とでは,機 械
・設備の耐用命数を短縮 し,つ ま り,減価償却控 除率を引上げ,ま た,固 定 フ
ォン ドの標準耐用期間を短縮 し大修繕費用を一層減少 させ ることを規定す る。
さらに,新 償却率を適確に決定 す るには,1972年1月1日におけ る再評価 の結
果決定 される固定 フォン ドの再 調達価額を基礎資料 にす ることが 「訓令」 では
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確認 されたω。
償却率の再検討に とって重要な問題 の1つ は,固 定資産の個 々の客体の経済
的に合理的 な耐用 命数 を決定す ることであ る。 この場合,ソ ビエ ト経済発展 の
現段階におけ る機械 ・設備 の道徳的磨滅の要 因は非常に大 きな意義を もつ こと
にな る。 しか も,耐 用命数 を正 し く決定す るには,1つ に,・科学 ・技術進 歩の
テンポ,2つ に,特 定種類の機械 ・設備にたいす る国民経済 の需要,3つ に,
必要 とされ るそれ ら機械 ・設備の再生産のための財 源の制約度合な どの要 因を
も考慮 しなけれ ばな らない。 よって,経 済的に合理 的な耐用命数 を決定す るこ
とは非常に困難な課題 となら ざるをえない。
「訓令」は この課題 に多 くの注意を払 い,耐 用命数 の決定 のための経済的 ・
技術的要因 として,{1)固定 フ ォン ドの物理 的磨滅一技術的特質 と物質的特 質に
もとつ く固定 フォン ドの耐久性,(2繰業中の固定 フ ォン ドと りわけ機械 ・設備
の道徳的磨滅をあげる。そのさい,部 門 と生産 の技術的新装備 の見通計画 とこ
の計画作成においてお こる陳腐化設備 の取替 え,ま たはその近 代化の必要性が
考慮 され る。つ ま り5～10年間 の設備生産 の見通計画 と陳腐化設備の取替 えの
保 障,機 械 ・設備の大修 繕お よび近代化の費用 と取替 えの費用 との効率対 比,
機械 ・設 備の増加量が検討 され るのであ る{%
周知の よ うに,道 徳的磨滅には2つ の形 態 が あ る。道徳的磨滅の第1形 態
は,機 械 ・設備が労働生産性向上 に よってその生産 が廉価 になるために価値低
下す ることであ り,第2形 態は,機 械 ・設備が構 造上 ヨ リ改良 され た ヨ リ効率
的な型 の機械 ・設備の出現に よらて価値低下す る ことであ る。機械 ・設備は,
第1形 態の道徳的磨滅の もとでは,使 用価値 を維持 しつつ も,自 己の価値 のみ
を消失 させ,第2形 態の道徳的磨滅 のも とでは,価 値 のみな らず 自己の使用価
値を も消失 させ る。減価償却期 間を決定す るためには,こ の2つ の形態の道徳
的磨滅 を考慮 しなければ ならない。 この解決の方法は1963年償却 率作成 の とき
と原則的 には同様な方法 でなされ る。 「訓令」 では この点 についてつ ぎの よう
に指示 してい る(%
第1形 態の道徳的磨滅は1972年1月1日におけ る固定 フ ォン ドの再評価 によ
(123)ソ ビエ トにおける新減価償却率9こついて123
る再調達価額 の決定 のさいに考慮す る。第2形 態の道徳的磨滅は減価償却期間
の短縮 と更新用償却率の引上げに よって考慮す る。 第2形 態の道徳的磨滅の決
定 と陳腐化設備の取替え期間の標準は,工 業 です でに習得されたあ るいは1971
～75年に習得 が予定 されてい る新 しい ヨ リ改 良された ヨ リ効率的な労働 手段を
もとに して算定 され る とい う。
ソビエ トではすでにみた よ うに,1938年以来,伝 統的に,償 却率は更新用償
却率 と大修繕用償却率 とに区別 され て設定 されて きた。 「訓令」 では この2つ
の償却率は今後 も維持す ることに した。 もとよ り,2つ のそれ ぞれの償 却率の
設定に さい しては,両 者 の相互関係を考慮す るこ とが必要 となる。 もし,耐 用
命数が短縮 すれば,他 の諸条 件が 同一 であ るな らば,そ れだけ修繕 回数は減 少
し,し たが って,大 修繕用償却率 を低下 きせなけれ ばな らないか らであ る{7}。
「訓令」は,固 定 フ ォン ドの各 グル ープ別の修繕回数 と規模 を 「計画 ・予定
修繕に関す る規程」《nonoXKeHMeonnaHoBo-npellynpeAHTe"bHblxpeMoHTax略
してmpと いわれてい る》に もとついて決定 し,し か も,大 修繕 の価額 は修繕
活動の改善 と近年 その価額が低下 しつつ ある とい う実際 の資料を もとに して低
く決定すべ きである と推薦 してい る。 また,大 修繕価額 の制限を固定 フ ォン ド
の各 グループの客体 の価額にたいす る百分率であ きらかにす る こ と を も 「訓
令」は考慮 してい る⑧。
「訓令」においては,機 械 ・設備の大修繕 とは,「機械 ・設備の完全な分解,
陳腐化したすべての部品 ・組部品の取替 えあ るいは再生,基 本的部品 ・組部品
の修繕,1年 以上の間隔を もってな され る機械 ・設備の組立,調 整 お よ び 実
験」と規定す る。 そ して,1年 以上の間隔 で実施 され る中修繕は大修繕 とみな
され,1年(12ヵ月)以内の間隔でな され る中修繕は経 常修繕 とみなされ る。 こ
のため,後 者の中修繕 は減価償却率で考慮 され ず,そ の費用は経 常修繕 と同様
に,生 産費に直接 関係づけ られ る(9}。
道徳的 に陳腐化 した機械 ・設備の取替 えに一定の制限があるもとでは,機 械
・設備の近代化は重要 な問題 となる。近代化は技術進歩 に応 じた機械 ・設備の
改善であって,個 々の部品や組部品の追加や取替 え,装 置や管理 ・調整器具の
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設置 に よってな され る。 この近代化に よって,機 械 ・設備の生産性は向上 し,
生産物原価は低下 し,同 時に,現 存の機械 ・設備を効率 的に利用す ることがで
きる。 もし,道 徳的磨滅が機械 ・設備 の耐用年数を短縮 させ るならば,系 統的
に実施され る近代化は逆に減価償却期間 を延長 させ ることになる。 このため,
「訓令」では,大 修繕 と同時に実施 され る近代化は償却率で考慮 されねば なら
ない と規定 する。 しか し,大 修繕 とは関係 な く,企 業,職 場,個 々の機械 ・設
備の再 建に さいして実 施され る近代化は,大 修繕用償却率には考慮 され ず,そ
のための費用は生産発展基金や銀行信用 に よって賄な うこととした働。
償却率を正 し く決定す るためには,固 定 フ ォン ドの正確 な分類 が 必 要 と な
る。鹿大 な数のすべての品 目の固定 フォン ドにたい して償却率を作成す ること
はできない。そ こで,生 産的 ・技術的使途 の同種性 や類似性,耐 用年数 と大修
繕 条件の同一性に もとついて固定 フ ォン ドを分類 し,こ の同種 グループにたい
して償却率 を設定す るこ とにな る。1963年償却率は,固 定 フ ォン ドを約1100グ
ループに分類 した グループ ・種類別の差別 償却率 であった。 しか し,そ の後の
12年間に,技 術進 歩 と関係 して,ソ ビエ ト工業は1963年の差別償却 率で処理で
きない新 しい種類の機械 ・設備 を利用 してお り,生 産 の技術的基 礎構造 に も大
きな先進的 な変化をお こしてい る。 このこ とは,当 然,償 却計算のための固定
フ ォン ドの分類を グル ープ拡大 の方 向で改訂 しなければな らな くな り,こ のこ
とを 「訓令」は認めてい る倒。
1975年の新償却率は,固 定 フ ォン ドの グループ ・種類 別に差別化 された差別
償却率であ り,原 則 として,す べての企業 と経済組織 に とって統一的,単 一的
に設定 され,そ れ を採用す ることはすべ てρ企業 ・組織 に とって義務 となる。
しか し,自 然条件な どの差異に よ り,高 い磨滅 をひ きお こす設備やその他の労
働手段 にたい しては,統 一的減価 償却率にたいす る修正係数が適用す るこ とを
「訓令」は指示 している0㌔
「訓令」 では,償 却率 は,こ れ まで と同様に,固 定 フォン ドの価額 にたいす
る百分率 で,原 則 として,設 定 され るが,若 干の部 門においては,別 の方法で
設定す る ことを規定 してい る。た とえば,耐 用命数 が埋蔵鉱物の発掘 期間に依
(125) ソビエ トにおける新減価償却率について125
存 し,発 掘後に大規模 な再整備 なしに他の 目的に利用 で きない ような石炭採取
工業 の固定 フ ォン ドについては,更 新用 償却率は採取 した鉱物の トン当 りにた
い して設定 され,ま た,年 度走行距離3万 キ ロメー トルの 自動車 と車輔につい
ては,更 新用 償却 率は走 行距 離1000キロメー トル当 りにた いして設定 され るこ
とを 「訓令」 は指定 した のであ る悶。
1975年償却 率を作成 す るための原理 とな る ところの 「訓令」の内容は以上の
よ うである。 もとよ り,新 償 却率の作成 にあた っては,多 くの論者 が意見を発
表 し,減 価償却 の理論 と制度 についての論議 を展開 させたが,1975年償 却 率
は,基 本的には,「 訓令」の内容にそ くして作成 され てい くことになったので
あ る。
(1)ミ リヤ エ フ,パ ブ ロ フ,セ ヌチ ァ ゴ フ は,r新 し い 減 価 償 却 率 の 作 成 の 基 本 目的 は 技 術 進 歩 の




② こ の 「訓 令 」 の 原 文 は 入 手 で き な か った の で,「 訓 令 」 の 内 容 を 紹 介 し て い るザ ン グ ピィ ル と





{5)3.r.3aHrBrmb,A.C.TonKageB,TaM}Ke,cTp,13～14.なお,経 済 的 に 合 理 的 な 機 械 ・設
備 の 耐 用 命 数 とそ の 取 替 え を 決 定 す る と き に は,ソ 連 邦 ゴス プ ラ ン,ソ 連 邦 建 設 事 業 国 家 委 員 会,
ソ連 邦 科 学 ア カデ ミー 幹 部 会 に よ って,1969年9月8日 に 認 可 さ れ た 「投 資 の経 済 的 効 率 の 模 範
的 決 定 方 法 」 《TnlloBa兄MeTo珊Kao叩eAeneHuHgKcHoMHqecKo藷9ΦΦeKTHBHocTHKanHTa'
nbHb!XBno>KeHAti》で し め さ れ て い る投 資 効 率 決 定 の 一 般 原 則 に よ っ て,現 行 の 技 術 と新 しい 技
術 との 効 率 対 比 が な さ れ る と い う(TaM)Ke.CTP.14.)。
{6)3T.3aHrβ瑚b,A.C.TonKayeB,TaM)Ke,cTp.14～15.道徳 的 磨 滅 を 償 却 率 で 考 慮 す る こ
とは1963年償 却 率 を 作 成 す る さ い に も 大 き な 理 論 的 実 践 的 問 題 で あ った 。1963年償 却 率 の 作 成 に
さ い し て は,道 徳 的 磨 滅 の 第1形 態 は1960年と62年の 資 産 再 評 価 に よ る再 調 達 価 額 の 決 定 に お い
て 考 慮 され,第2形 態 は 償 却 率 の 引 上 げ つ ま り耐 用 命 数 の 短 縮 で 考 慮 し て解 決 し た(拙 著rソ ビ
エ ト減 価 償 却 論 争 」1968年386～388ペ ー ジ参 照) 。
{7),{8)3.r.3aHrBH刀b,A.C.TonKageB,TaM)Ke,cTp.15.
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(g}3.r.3aHrsnnb,A.C.TonKageB,TaM)lce,cTp.16.
鍋3.r.3aHrBvasb,A.C.TonKaqeB,TaM》Ke,cTp.17.
aO1963年 の 滅 価 償 却 控 除 一 覧 表 で 示 さ れ た 償 却 率 は 約1100(正 確 に は1092)で あ った 。 し か し
1974年ま で に 実 際 に 適 用 され た 償 却 率 は 約1200であ っ た 。 そ の 理 由は,1952年2月14日 付 の ソ連
邦 閣 僚 会 議 で 認 め られ た 国 家 技 術 経 営 の 償 却 率,ソ 連 邦 ゴス プ ラ ソ と共 同 で 民 間 航 空 省 で 認 め ら
れ た 民 間 航 空 機 の 償 却 率,ソ 連 邦 建 設 事 業 国 家 委 員 会,ソ 連 邦 財 務 省,ソ 連 邦 中 央 統 計 局 と共 同
で ソ連 邦 ゴ ス プ ラ ンに よ っ て 認 め られ,各 省 と官 庁 で 追 加 作 成 され た 若 干 の 種 類 の 固 定 フ ォン ド






すでにみた 「訓令」 の基本的方針 に したが つて作成 され,1975年1月1日か
ら採用 され ることに なった新償却率 の具体的内容 は どの ような もの で あ ろ う
か。以下,新 償却率 の特徴 についてみていこ うω。
新 償却率 の特徴は,な に よりもまず,技 術的に ヨ リ改善 されたそ して経 済的
に効率的 な新型の機械 ・設 備の生産を検討 しなが ら,固 定 フォソ ドの道徳的磨
滅 の影響 を充分に考慮 した点 にある{%
第1表 は国民経済の固定 フォソ ドの種類別 の1975年以前の償却率 と新償却率
とを比較 した ものである。1975年以前 の償却率 と比較 して新償却率の更新用率
は,国 民経済全体で12.5%引上げ られた のであ る。更新用率 の引上げは標準耐
用年 数の短縮を意味す る。 さらに,固 定 フ ォン ドの回転 の加速度 化は,当 然,
大修 繕に よる固定 フ ォン ドの耐用年数 の延 長を制限 し,大 修繕 の規模 を縮小 さ
せ,修 繕活動 の品質 の向上 とな る。そ して,こ の ことは大修繕用 率を引下げ る
ことにな る。 そ こで,新 償却率の大修繕用率は国民経済全体で15.7%引下った
のであ る。総率 においては,国 民経済全体で1.6%引下 ったが,そ れはあ まり
大 きな変 化はなか った。 しか し,総 率は,構 築物については6%,動 力機 と設
備については2.8%,運送手段については&2%そ れ ぞれ 引下 った。 このこと
は,更 新用率の増 大に比較 して,こ の種 の固定 フ ォン ドの大修繕用 率が大 き く
(127)・ ソビエ トにおける新減価償却率につV・て127
第1表 国民経済固定フ ォン ドの種類別の1975年前の償却率と新償却率(%)
固定フ ォン ドの種類
建 物 …… …
その うち住 宅… …
構築物 … ……___




動 力機 と設 備 ……
作 業機 と設 備 ……
計 算機 … ◆・…・……
運送 手段 ・…… ・… …・
1工具器 具・…・… ・・… ・・
多年 生植 物 … ………
土地 改 良の投 資……




これ までの償却率 新償却率 差(+増 加,一 減少)
内 訳 内 訳 内 訳
総 率 総 率 総 率
更新鴫 篇 更綱 毒驚 更 新 用大修繕用
2.5 α9 Ld 2. 1.1 1.5十4. 十22.2 一(L
1.5 0.1 L4 1.4 0.1 1.3一6 .7 一 一7 .2
5.0 2.5 25 4.7 2. 2.1一6 . 十4. 一16 .
4.8 3. 1.8 5.4 3.8 1. 十12.5 十26.7 一1工1
12.9 6.9 6.013.3 8.2 5.1十3コ 十18.8 一15 .0
10.7 5.3 5.4 1〔L4 5 4.7一2 .8 十7.5 一13 .0
13.7 7.5 62 15.3'立6・ 5.7÷11.7 十2&0 一8 .1
10.1 5.2 4.9 11.4'r8.7 2.7十12.9 ・十6τ3 一44 .
12.2 5.5 a7 11.2 6.2 5. 一8 .2 十12.7 一25.5
16.1 11.9・ 4.2 18.115.91 2.2十12.4 十33. 一47.6
2.9 2.7 0.2
'3
.6 3.2 0.4十24.1 十18.5 十10α0
9.3 8.6 0.7 11.410. 0. 十22. 十26.7 一28 .
8.7 5.4 3.3 8.816.2 2.6十1.1 十14.8 一2L2
la・1一
13




引下 った ことに よるものであ る。た とえば,構 築物にっいては,大 修繕用率は
2・5%から2.1%に減少 し,更 新用率は2.5%から2.6%に増大 し,動 力機 と
設備については,大 修繕用率は5.4%から4.7%に減少し,更 新用率は5.3%
から5.7%に増 大 し,運 送手段 については,大 修繕用率は6.7%から5.0%に
減少 し,更 新用率は5.5%から6.2%に増大 した ことに よるものであ る。その
他のグルー プの固定 フ ォン ドについては,総 率は引上 っている。建物 は4%,
伝達装置は12.5%,作業機 と設備は11.7%,計算機は12.9%,工具器具は12.4
%,多 年生植物は24.1%,土地改、良の投資は22.6%それぞれ 引上 った。 これ ら
の固定 フ ォン ドの総率が引上った のは,大 修繕用 率の引下げ と比較 して更新用
率の ヨ リいち じるしい引上げによるものであ る。
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機械 と設備 の更新用率は,全 体 で18.8%引上 った(3[。その うち,作 業機 と設
備は28%,計算機は67.3%引上 った。 また,工 具器具については33.6%引上 っ
た。 同時 に これ らの固定 フ ォン ドの大修繕用率は更新用率の増 大 よ りもヨ リ小
さい程度 で引下 った。
・ 第2表 工業設備の個々の種類についての1975年前の更新償却率と新更新償却率






100キロワ ッ トまで の電 気 モ ー ター ……
100キ ロワ ッ ト以上 の電 気 モ ー ター ……
鉄 製 大 桶… … …・…… ∴… … …… …・… …・・
炭 化 カルシ ウム獲得 用 電 気炉 … …… … …
BrK隔壁電 気 ジ ーゼル … …… ・… … ・… ・…
プ ラスチ ック用 プ レス… …… …… … ・・…・
管理 ・測定 ・実験 の常 設機 関 …… … … …




























固定 フ ォン ドの積極的部分 といわれている機械 ・設備の更新用 率 の 引 上 げ
は,機 械 ・設備 の個 々の種類の更新用率の増大 に よるものである。い ま,工 業
設備の個 々の種類 についての1975年前 の更新償却率 と新 しい更新用償却率 とを
比較 してみる と第2表 の よ うにな る。表か らあきらかな ように,更 新 用 率 は
100キロワッ トまでの電気 モ ータ 一ー"eついては46.1%,鉄製 大桶については60
%,炭 化 カル シウム獲得用電気 炉につい ては62.5%,プラスチ ック用 プレスに
ついては84.4%それぞれ引上 げ られ たのである。
大修繕用率のい ちじるしい引下げは,計 算機,工 具器具,運 送手段 にみ られ
る。 しか し,個 々の種類 の設 備につ いて古い大修繕用率 と新 しい大修繕用率 と
を比較 してみ る とつ ぎの よ うになる とい う(4}。金属切 削機,通 風 ・換気設備 ・
装置,石 油採取 企業の設備については,そ の大修繕用率はいち じるし く減 少し
た。 それ は,こ れ らの固定 フ ォン ドの耐用年数の短縮 効率の小 さい大修繕 の
制限,労 働手段 の再生産過程 におけ る更新 の役割の強 化によるもの とされ てい
(129)ソ ビエ トにおける新減価償却率について129


















(注)1962年.1963年,1972年}ま報 告 書 か ら と り,1973年は1973年1月1日 の 固 定 フ ォン ドの価 値




る。黒色冶金 や有色冶金 に とっての設備については,そ の大修繕用率の別の傾
向がみ られ る。 これ らの設備の若干の種類 につ いては大修繕 用率は増大 した。
たとえば,圧 延機 と圧 縮機は4.7%から5.3%へ,熱炉は7.5%から8%へ,マ
グネシ ウム生産設備は19.5%から30%へそれぞれ増 大 した。 それは これ らの設
備の大修繕の実際費用 は,大 修繕用減価償却控除額を大き くうわ まわ った こと
による もの とされてい る。
第3表 は国民経済 全体についての更新用 と大修繕用の減価 償却控除の比率が
いかに変化 してきたかを示 した ものである。減価償却控除総率 におけ る固定 フ
ォソ ドの更新部分 と大 修繕 部分 との比率は,償 却率 と技術進 歩の要求 とがいか
に一致 して いるかを示 す1つ の指標 であるが,第3表 か らあきらかな よ うに,
更新用率が大修繕用率 を うわ まわってきた ことに現在の特徴があ る。 この こと
は,1962～73年におけ るソ ビエ ト経 済の動 きを反映 しているのであって,更 新
第4表 国民経済について平均の減価償却控除率の動態

















平 均 の 償 却 率 (%)
一A一
1963年前 1972年の 1963年後 1975年11972年の
一
1963年後
の ものに もの のものに 月1日 後 ものにた の ものに
たいす る たいする のもの いす る% たいする
% % %
115.4 6.4 106.7 6.3 98.4 105.0
127.3 3.2 114.3 3.6 112.5 128.6
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用償却率 の引上 げ,つ まり,再 生産基金 に役立つ減価償却基金を増 加 させ,効
率の小さい大修繕 を制限して きた ことを示 してい るのであ るといわれ るC5)。
第4表 は,国 民経済についての平均 の減価償却控除率 の動 きを示 した もので
あ る。表か らあ きらか なよ うに,1963年償却率は,総 率 において1963年前 の も
のにたい して15.4%引上げ られ,そ の うち,更 新用率については27.3%,大修
繕用率について}ま6.6%それ ぞれ引上げ られてい る。 ところが,1975年償却率
は,1972年の ものにたい して,更 新用率 のみ12.5%引上 げ られ,総 率において
も大修繕用率 において も引下 ってい る。 この ことは,1963～72年間の平均償却
率は固定 フ ォソ ドの消極 的部分(建 物 と構築物〉の増 加テソポ と比較 して固定 ブ
ォン ドの積極的部分(機械と設備)の増 加テンポが加速度であった,と い う結果
によるものである。 た とえば,労 働手段の総価額 におけ る積極的部分の比率は
1960年の26.3%から1972年の41.2%に増加 し,,消極 的部分はそれに応 じて減少
したのであ る。 もとよ り,機 械 と設備 の更新用率 は,建 物 と構築物 のそれ より
も高い率 となってい るので,こ の比率の増大は総率を1963年率の6%か ら1972
年率の6.4%に増大 させたのであ るといわれ る(6j。
新償却率は,す でに 「訓令」で方針が示 され ていた よ うに,固 定 フ ォン ドの
グループ ・種類 のこれ まで よ りヨ リ広範 な分類 を もとに して設定 され た。1963
年償却率は約1iOO(正確には1092)のものであったが,1975年償却率 は 約1800
(正確には1772)とな った。新償却率 のもとでは,構 築物については164から254
に,動 力機 と設備 については19から40に,作業機 と設備については668から112
8に それぞれ増 大 した(71。こうした増 大は,1963～75年におけ る新 しい種類 の
労働用具 の出現 と機械 と設備の生産分野 におけ る技術進歩の結果に よる もので
ある。個 々の企業 と組 織にお いては,試 算に よる と,50ないし250の償却率が
適用 され ることになる(8}。
「訓令」で指示 されていた よ うに,新 償却率は,各 工業部門におけ る固定 ブ
ォン ドの運営上 の特徴を ヨ リ完全に考慮す るため修 正係数を採用 した。その数
は これ までの280から350に増 大 した。修正係数 の多 くは,た とえば,化 学工業
の設備 の大修繕用率にたい して適用 され るな ど,大 修繕用償却率 にたい して設
(131)ソ ビエトにおける新減価償却率について131
定 された。 しか し,た とえば,中 央 アジア,チ ュメニ,ト ムス ク,サ ハ リンの
石油工業企業 で利用 され る坑井 口設備 と噴 油 ・圧搾付属品のためには,更 新用
償却率 にたい して1.3の修正係数が適用 され,き びしい環境 の もとにあ る鉛版
製造用設備,オ フセ ヅ ト版や凹版 印刷設備のために も1.4の修 正係数 が設定 さ
れ,ま た,軽 自動 車の特殊種類 の ものに も1.6の修正係数 が採用 されたtg)。
新償却率は,「 訓令」 の指示に したがって,特 定 部門(石炭,化学,ス レー ㌧
黒色 ・有色冶金の工業)の労働手段 と貨物 自動車(積載量2トン以下を除外)を除い
て,伝 統的 に維持 されて きた方法 である固定 フォン ドの価額 にたいす る%で 設
定 された。 なお,漁 船 の大修繕用率には,こ れ まで と異な って,1年 以上の間
隔でな され る中修繕を考慮 し,ソ 連邦漁業 省の漁船の経 常修繕 の計画費用 はそ
れだけ減少す ることとな った任の。
新償却率 の導入 とともに,減 価償却会計の手続処理に若干の変更 が な さ れ
た。た とえば,こ れ までは,固 定 フ ォン ドの磨滅は更新用部分 と大修繕用部分
とに区分 されて計算 されていた。 この方法は減価償却控除の2つ の部分の利用
を正し く管理す ることを 目的 としていた。 しかし,実 践においては,こ の方法
は計算を複雑に した。 このため,1975年1月1日か らは,固 定 ブォソ ドの更新
用償却 部分 のみを もとに して固定 フ ォン ドの磨滅を計 算する簡単な方法に変 更
され る ことに なったロ㌔ なお,規 定 され た減価償却期間満 了後は減価償却計算
を中止すべ きである,と い う見解 は未解決の まま今後の研究課題 として残 され
たo%
新償却率 の採用に よって国民経済全体についての固定 フ ォン ドの平均耐用年
数は31.3年か ら27.5年に 短縮 し,工 業省についていえばそれは16.3年か ら
13.3年に短縮 したa3。ホズ ラスチ ョ.'一ト制国営企業 と組織の固定 フォン ド(住
宅を除 く)の標準耐用年数は25.3年か ら22.1年に短縮 した。機i械と設備全体 につ
いては,そ れは14.4年か ら12.2年に短縮 した。電気 モーター,鍛 冶 プレス自動
機械,冶 金 と化学工業の個 々の種類 の技術設備,器 具,計 算機 な どの標準耐用
年数は大 き く短縮 した。た とえば,金 属切断設備は21年か ら17年に,計 算機は
19・1年か ら11・5年に短縮 し,電 算機は10年となったu4。
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なお,新 償却率 の設定に よって,工 業 用固定 フ ォン ドの積極的部 分の標準耐
用年数が機械製造業の生産物更新期間に接近したことは注意しなければならな
いであろ うo㌔
以上の よ うな特徴をもつ1975年の新償却率は,今 後10年間つ ま り1984年まで
適用 され る ことがい まの ところ予定 されているaee
(1}1975年償 却 率 の 内 容 を 紹 介 し た 論 文 は 現 在 ま で の と こ ろ 数 少 い 。 し か も,新 し い 「国 民 経 済 に
お け る 減 価 償 却 控 除 の 計 画 化,算 定 お よ び 利 用 の 方 法 に 関 す る規 程 」 も入 手 で き て い な い 。 そ こ
で,B.A。 ミ リヤ エ フ,B.C.パ ブ ロ フ,B.K.セ ヌチ ァ ゴ フ,M.ザ ア パ リイ シ ン,A.マ サ ル ス
キ ー,A.M.シ オ ル ら に よ っ て な さ れ た 分 析 資 料 を も とに し な が ら,新 償 却 率 の 内 容 を み て い く
こ と に す る。 な お,分 析 資 料 は,個 々の 固 定 フ ォン ド 〈10000桁の ク ラ ス)の 差Bil償却 率 を と く
に 明示 し て い る場 合 を 除 き,国 民 経 済,部 門,省 等 の 全 体 と し て の 減 価 償 却 計 画 の た め に 利 用 さ
れ る平 均 減価 償 却 率 に も とつ く資 料 で あ る。
{2)B.A.MMnfieB,B.CnaBnoB,B.K.CeHgaroB,HoBロeHopMNaMopTH3alluHHnxBnfiHHe
HaychoBMflBocnpO面3Bo双cTBaocHoBHNktPoHnoBl'《ΦMHaHCblCCCP》1975.No.9.cTp.33.
{3)別 の 資 料 に よ る と,機 械 と設 備 に つ い て は,総 償 却 率 は2.8%引 上 げ られ,内 訳 と して,更 新














仙M.A.3aBanu皿dH,A.M.lllop,TaM>Ke;cTp.46.この点 の 会 計 処 理 に つ い て は さ し あ た っ




㈲ 新 償 却 率 の 設 定 に よ っ て 工 業 用 固 定 フ ォン ドの 積 極 的 部 分 の 新 標 準 耐 用 年 数 は,機 械 製 造 業 の
生 産 物 の 更 新 期 間 に 接 近 し た。 機 械 製 造 業 の 生 産 物 の 更 新 期 間 が6.2年 の も とで,旧 更 新 用 償 却
(133) ソビエ トにおける新減価償却率について133
率による工業用固定フォン ドの積極的部分の標準耐用年数は17年であったが,新 更新用償却率に
よるそれは14年とな った といわれる。しか し,労 働用具の生産分野における技術進歩に応 じた更
新用率を作成す るとい う課題は充分 に解決 されなか った。固定 フ ォン ドの若干の種類 に つ い て
は,更 新用率は,機 械製造業の生産物の更新期間 と経済的に合理的な耐用年数にもとついた もの
よりも,わ ずかな程度で増大した。たとえぽ,経 済的に合理的な耐用年数として算定された もの
が12年であ り,機械製造業の生産物の更新期間が6.4年(1973年ソ連邦中央統計局調査)で ある
にもかかわらず,金 属切削機の標準耐用年数は21年から17.4年に短縮したにす ぎなかった。同様
なことは,電 算機に もみ られ る。電算機を製造 している企業では,生 産物は3～4年 で更新がな
されるが,電 算機の新標準耐用年数は10年と決定 されたのであ る。 このように,標 準耐用年数 と
機械製造業の生産物の更新期間との間にいまだ断絶があるのは,1つ に,高 度の経済的効率の新
技術が不足しているもとで個 々の企業は生産の集約化をお こなわ ざるをえないこと,2つ に,国
民経済の需要にそ って物理的にも道徳的にも陳腐化した労働用具の取替えに必要な設備を確保す
るには機械製造業の能力に一定の制限がまだあること,と い う2つ の要因にもとつ くといわれて
いる(B.A.MHnfieB,B.C.fiaBnoB,B.KCeHqaroB,TaM》Ke,cTp.36～37.)。
0θM3aBa朋1蝦H,A.Maca"bcKmb,TaM}Ke,cTp.62.なお,す べての企業と組織に とって
義務 として採用され る1975年の固定 フ ォン ドの グループ ・種類別の差別減価償却率は 「ソ連邦国
民経済の固定 ブォン ドの減価償却控除率」 として一覧表で公表 され る。参考までに,い ま,新 旧
を比較した一覧表の断片を紹介してお く(第5表 参照)。この表か らも,固 定 フォン ドの名 彙 と
分類が変更になったこと,多 くの機械の更新用償却率に もとつ く標準耐用年数が10～20%短縮し













A1963年1月1日 か ら 適 用 さ れ た 率rこよ る
名 彙
1起 重 ・運 送 設 備:
塔 の ク レー ン
積 載 量2tま で の も の … … … … … ・… ・・… … …
積 載 量2t以 上 の もの … … … … ・… … ・… ・… …
脚 台 の ク レー ン
積 載 量15tま で の もの … … … … … … ・・… ・… …
積 載 量15¢以 上 の もの … … … … … ・… ・… … …
無 限 軌 道 鉄 道 の ク レ ー ン と 移 動 式 の ク レ ー ン …
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一 ン … … ・… … … … … 川 ・… … ・… … … … … … ・…'〃
車 輪 で 移 動 す る ク レ ー ソ
積 載 量6.3tま で の も の … … … … … … ・・… …'
積 載 量6.3t以 上 の も の … … … … …'… … …"
1土 壌 作 業 の た め の 機 械 と設 備:
単 一 承 口で デ ィ ー ゼ ル 発 動 機 と多 発 式
電 動 力 設 備 を も っ た 掘 削 機
承 ロ容 量O.25mSま で の も の … … …'∴ ・"…・・
承 口容 量O.25mSか ら0.65mSま で の も の …
承 ロ容 量0.65m8か ら1.6mSま で の も の …
単 一 承 口で 単 発 式 電 気 モ ー タ ー を も った 掘 削 機
承 口容 量0.65mSま で の も の … … … … … ・…'・
承 口容 量0.65mSか ら1.6mSま で の も の …
ブル ドー ザ ー,灌 木 を 刈 る道 具,土 を 掘 り返
す 農 具
トラ ク タ ー 性 能100馬 力 ま で の もの … … … …
bラ ク タ ー 性 能100馬 力 以 上 の もの … … … …
61975年1月1日 か ら 適 用 され た 率 に よる
名 彙
1起 重 ・運 送 設 備:
塔 の ク レ ー ン
積 載 量10τ まで の も の … … … … ・… … ・・… … …
積 載 量10ε 以 上 の も の1… ・・… … … ・… ・… … ・…
一 時 的 に 据 え つ け られ た 塔 の ク レ ー ン … … … …
車 輪 で 移 動 す る ク レ ー ソ
積 載 量16tま で の も の … … ・・… … … … … ・… …
積 載 量16tか ら40tま で の も の ・… … ・… … …
積 載 量40ε 以 上 の もの … … … … … …'・… … ・…
無 限 軌 道 の ク レ ー ン
積 載 量16£ ま で の も の … … … … ・・… … ・… … …
積 載 量16tか ら40tま で の も の 一 … … … … ・'
積 載 量40zか らIOOtま で の もの … ・… … …"
積 載 量100ε以 上 の も の … ■"s…∴… … ・… …
脚 台 の ク レ ー ン
積 載 量15tま で の もの … … … … … … ・・… … ・・"
積 載 量15tか ら50tま で の も の … … ・… … … 一
積 載 量502以 上 の もの … … … … ・… … ・… …'…
鉄 道 の ク レ ー ン
積 載 量16τ まで の も の … … … ・… … … ・… … …'
積 載 量16z以 上 の もの … … … … … … ・・… ・… …
トラ ク ター の ク レー ン … … … … ・… … … … … … ・・
移 動 式 の ク レー ン … … … … … … ・… ・山 … … ・… …
亘 土 壌 作 業 の た め の機 械 と設 備:







































































































































































































承 ロ 容 量 α15m9ま で の も の … … … … … ・… ・' 41800 21.5 16 5.5 6
承口容量 α15m8から軌4m8までのもの…… 41801 1 12 7 8
承ロ容量0.4m8から α8m・までのもの …… 41802 17.7 10.7 9
承 口 容 量 ぴ8m8か ら1.25m8まで の も の … … 41803 la 9.6 7.10
承 ロ容 量1.25m8以 上 の も の … … … … ・… … ・・ 41804 15 8.1 6. 12
単一承口で車輪で移動する掘削機
承 口容 量 軌25m8ま で の も の … … ・… … ・・… … 41805 20 12 8 8
承 口容 量0.25m8から0.4m8まで の も の … … 41806 18 12 8
承 口容 量0.4m8か ら α8m3ま で の も の … … 41807 15.7 10.7 5 9
承 口容 量0.8m8か ら1.25m8まで の も の … … 41808 14.6 9.6 5 夏0
トラクターを基礎 とするブル ドーザー
発動機の性能75馬力までのもの……………… 41830 29.7 13.7 16 7
発動機の性能75馬力から108馬力までのもの 41831 26 12 1 8
発動機の性能108馬力力↓ら180馬力までのもの 41832 22.6 12 10.6 8
発動機の性能180馬力以上の もの …………… 41833 20. 10.6 10 9




最後 に,新 償却率は減価償却基金 と企業 の財務 ・経済的指標に どの ような影
響をお よぼすのかについてみ てみ よ う。
(A)新 償却率 と減価償却基金
1975年1月1日か らは,固 定 フォソ ドは再評価の結果 国民経済全体 で取得価
額を11%うわ まわ った再調達価額 で企業 と組織 のバ ランスに計上 され る。固定
フォン ドの この再調達価額 にたいす る新償却率 の適用 は,労 働手段 の再生産条
件 となる減価償却控除額,そ の構 成,そ の動態に影響 を与 える ことにな る。
償却率 の改訂 と国民経済全体での固定 フ ォン ドの再調達価額の増 大 に よ っ
て,減 価償却控除総額 は計算に よる と1975年(計画)には,36億ルーブル(7.7%)
増大する。その内訳は,更 新用控 除額は57億ルー ブル(25,1%)増大し,大 修繕
用控除額 は21億ルー ブル(8.7%)減少す る,と い う(第6表参照){1}。固定 フォ
ン ドの減価償却控除総額 は,再 評価の結果に よる再調達価額の引上げ の要 因に
よって約90%増大 し,新 償却率 の引上げの要因 によって約10%増大した{2)。第
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6表か らもわか るよ うに,工 業において も,国 民経済 全体 と同様 な傾向の減価
償却額 の変化がみ られ る。工業省全体 についての減価償却控 除総額は11.7%増
大 し,そ の うち,更 新 用控除額は26.9%増大 し,大 修繕用控 除額は5%減 少す
る。
新償却率 の採用に よる国民経済部門別 の減価償却総 額の変 化は,固 定 フ ォン
ドの評価価額 の変更 と固定 フ ォン ドの構成上の差異のため同一ではない。た と
えば,販 売組織,補 給組織,調 達組織,商 業組織お よび公共 食堂においては,
固定 フ ォン ドの再調達価額 のいちじるしい増大 のため,1975年の減価償却額は
13.3%増大 し,工 業については11.9%,住宅 ・公益経 営 と生活 サー ビスについ
ては10%,非生産的分野 のその他の部門については15.3%それ ぞれ増大 した。
減 価償却控除額は,農 業では5.3%,運 輸では3.6%,そ れぞれわずかに増大
し,建 設では3.2%減少 した。 こ うした相違があ るのは,再 評価 に さいして固
定 フ ォン ドの再調達価額の増 大に差が ある ことと,各 部門で利用 され てい る労
働 用具の種類 についての償却率の改 訂に差が あるこ とに よるものである。た と
えば,商 業 と公共 食堂の固定 フ ォン ドの価額は,再 評価 の結果,6%増 大 し,
それ と共に,設 備の償却 率 も増大 した(機 械式設備は12%から15%に,冷却設備は
11.5%から12%に,熱設備は9%か ら12.9%にそれぞれ増大した)。こうした評価価額
と償却率の増 大のため,減 価償却総 額は13.3%増大 した。 また,住 宅 ・公益経
営 と生活サ ー ビスにおける固定 フ ォン ドの再調達価額は16%増大 したが.こ の
(137)ソ ビエトにおける新減価償却率について137
部門で固定 フ ォン ドの構成において圧倒的な比重 をしめてい る建物の償却率は
実際 には変化 しなか った。 このため,こ の部門での減価償却基金は再調達価額
の増大 と同 じ率で増大 した{3)。
農業においては,固 定 フ ォン ドの価額はほ とん ど増大 しなか った。 それ と共
に,減 価償却控除 も農業 ではほ とん ど増 大しない。運 輸業においては,固 定 フ
ォン ドの再調達価額の18%の増大に もかかわ らず,運 送手段の償却率はいち じ
るし く低下 した。 このため,労 働 手段 の価額増 に よる減価償却基 金にたいする
影響は弱 くなってい る。建設業においては,固 定 フ ォン ドの再調達価額 は3%
増大 したが,そ の設備の償却率は低下 したため,償 却総額 は減少 したω。
新償却率の採用 による工業 部門におけ る減価償却総額 の変 化 も同一でない。
更新用 と大修繕用 の減価償却控除は,化 学 工業 では1&8%,ガ ス工業では14.9
%,石 炭業 では14.1%,建設資材工業では13.9%,石油化学工 業では13.5%,
電力では11.1%,林業 と製紙業 では10.6%それぞれ増 大 した。一方,機 械製造
業においては若干異なる変化がおき,減 価償却控除額はわずか に増 大した。た
とえば,工 作機械 製造業では2.7%,重機 械製造業では4.4%,化学機械製造業
では2.8%,農業用機 械製造業 では1%,道 路建設機 械製造業 では0.8%それぞ
れ増大した。 自動車工業 では減価償却控除総額は若干減少 したC5}。
なお.機 械製造業 と重工業部 門においては,減 価償却控除額の変化 は固定 フ
ォン ドの消極的部分 と積極的部分 との比率が異な るために差 があ る。重工業部
門においては,建 物 と構築物は,機 械製造業の場 合(50%)よりも,固 定 フ ォン
ドの総価額において大 きな比率(た とえば石炭工業では76%)をしめ て い る。再
評価の結果,こ れ らの価額 は大 き く増 大した。 このため,こ の部門におけ る減
価償却額は機械製造業における よ りも大 き く増 大した。 さらに,償 却率 の改訂
の相違 も,減 価償却基金額 の決定にそれ ぞれ異な る影響 を与えている。総償却
率は,重 工業 では石油採取業 と石油化学工業においては,わ ずかに引下 り(0.2
%),機械製造業の9省 の うち8省 においては,0.4%引下 った。 固定 フォン ド
の再調達価額 の増大に よってお きた機 械製造業におけ る減価償却 控 除 の 増 大
は,償 却率の減少に よって相殺 されたが.重 工業の多 くの部門には それはなか
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ったのである(%
以上みて きた再評価 の結果 と新償却 率の採用に よる減価償却控除 額 の 変 化
は,国 民経済における減価償却基金 の部門構造に変化を もた らした。第7表 は
固定 フォン ドの再評価 と新償却率の採 用に よる減価償却基金 の部 門構 造の変化




減 緬 償 却 控 除 一 全 体 … … … … … … ・・… … ・… …
内 訳:
工 業 … … … … … ・… ・・… … … … … … …
農 業 … … ・… … … … ・・… … … … … … …
建 設 業 … … … … … ・… ・… ・… ・… … … … ・・
運 輸 ・通 信 業 … … … … … … ・・… ・… … … …
販 売 ・補 給 ・調 達 ・商 業 ・公 共 食 堂 … …
住 宅 ・公 益 経 営 と 住 民 サ ー ビ ス … … … …




















工 業で形成 され る減価償却基金 の比率は,そ の総額 に お い、て,49.5%から
51.4%に増大 し,販 売 ・補給 ・調達 ・商業の組織 と公共食堂において は2.9%
か ら3、%に,住宅 ・公益経営 と住民サ ー ビスにお いては6.9%から7.1%に増大
し,建 設業,運 輸業,農 業 においてはそれぞれ減 少した。
工業の各部 門における減価償却基金 の部門構成 の変化は,固 定 フ ォン ドの再
調達価額 と償却率の増 大におけ る差異に よって異 なってい る。 固定 フ ォン ドの
再 調達価額 と償却率 とが共 に増大 した石油 化学,ガ ス,石 炭,化 学,軽 工業,
建 設資材の各部門では,総 減価償却基 金におけ るこれ ら部門のその比率は増大
したが.償 却率が低下した機械製造業では,そ の比率 は減少 したσ)。
再評価後 と新減価償却率採用後の新しい条件の もとでは,投 資総額 におけ る
更新用減価償却基金の比率 に も変化がみ られ る。国民経済全体で1975年(計画),
(139)、 ソビエトにおける新減価償却率について139
の計算では,再 評価の結果 と新償却 率の導入を考慮しない場合には,国 家 の投
資総額におけ る更新用減価償却基金の比率は23・2%であるが,新 しい条件の も
とでは29%にまで高 まるとい う{8)。い ま,主 要24工業省について投資総額 にお
ける更新用減価償却控除の比率 をみ ると,そ の比率は28.3%から35.9%に増大
する(第8表 参照)。表か らあ きらか なように,石 油化学,化 学,電 気,林 業 で
は大きな増加がみ られ,と くに,石 炭,林 業では,新 しい条件の もとでは 国家
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こうして,新 しい条件の もとで.は,減価償却控除額 と減価償却基 金 の 増 大
は,道 徳的に も物理的 に も陳腐 化した設備の取替えを加速度化させ,そ れに よ
る生産の集約化を促進 させ るため の条件 とな ってい るのである。
{1)この点については別の資料があ る。国民経済全体で新 しい更新用減価償却控除額 は26%増 大
し,新 しい大修繕用減価償却控除額は7%増 大するとい う(M.3aBanliuzHH,A.MacanbCKWh







なお,資 産再評 価後と新償却率採用後の減価償却控除額 の変{ヒについては別の分析 資 料 が あ
る。参考 までに紹介してお く。"'
まず,個 々の省 と官庁別の減価償却控除額はつ ぎのように変化す るとい う。 ソ連邦動力電化省
約14%増,ソ連邦黒色冶金雀約13%増,ソ連邦有色冶金省約12%増,化学工業省約17%増,林業
工業省約13%増,ソ連邦軽工業省約20%増,医療工業省約46%増,化学石油機械製作省,工 作機
械 製作工具工業省,機 器製作 自動化手段管制装置省,自 動車工業省,農 業機械製作省,建 設道路
公営事業用機械製作省,軽 工業食品工業 日用品機器製作省,ソ 連邦組立特殊建設作業省共に2～
7%増,ソ 連邦水利省,ソ 連邦建設省,ソ 連邦農業建設省y石 油 ・ガス省,ソ 連邦地質省共に蔓.
5～7.0%減(M.3aBa∬H叫HH,A.Mac叙bcK磁,TaM)Ke,cTp.65.)。また,第9表 は,固 定 フ
ォン ドの種類別の大修繕用減価償却控除 の変化がダ固定 フ ォソ ドの再評価 と償却率の改訂の2つ
の要因によっていかに影響されたかを示 した ものである(1973年1月1日における固定フ ォン ド
の計算)。再評価に よってえられた固定フ ォン ドの再調達価額(それは主として引上 った)と旧償
却率によって計算され た大修繕用控除額は,国 民経済全体では11%増大す るが,新 償却率(そ れ
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(B)新 償却率 と財務 ・経済的指標
減価償却費は生産物の原価要素であ り,生 産費 の水準を決定 す る。 したがっ
て,減 価償却費 は企業活動 の基本的な財務 ・経済的 指標 と密接 な関係 をもって
いる。そ こで,こ の減価償却費の計算 の基礎 となる新償却率 の採用が企業 の財
務 ・経済的指標に いか なる影響を与 えるかについてみてみ よう。
新償却率 の採用 と再評価に よる固定 フォイ ドの評価価額 の変化に よって,生
産費の絶対額 は変化した。主要24工業 省全体についてい うと,1975年の計算 で
は生産物 の原価 はO.7%増大す る。 と くに,固 定 フォン ドを大量に もってい る
電力では2.8%,ガスでは3.1%.石炭では2%,化 学では2.1%それぞれ増大
する ことになるω。 同時 に,生 産費における減価償却の比率は高 くなった。主
要24工業省については,そ れは7.5%から8.3%に増加 した。 と りわけ,電 力で
は25.1%から27.1%に,石炭では15.9%から17.8%に,ガスでは65.8%から7
3.3%に,化学 では12.8%から14.9%にそれぞれ増大す るとい う{2}。
新 しい条件 の もとでは,利 潤額 と収益率 の指標は減少す る。利潤額 と収益率
にたいす る影響の程度は,再 評価 に よる固定 フォン ドの評価価額 と新償却率 の
増大の程度 と生産物原価中 の減価償 却控除 の比率 に よって異なる。国民経済全
体につ いてみ ると,1975年の計算 では,利 潤は2.7%減少し,そ の うち,工 業
では3.3%,調達 では4.8%,ソフホーズでは3.4%,運輸では1.8%,公益経営
では9.2%,建設では1.3%,それ ぞれ減少す るとい う。 そして,工 業部門では
その影響は大 き く,石 炭工業では,利 潤 は23.5%,電力では6%,ガ スでは
6・6%,化学 では6.4%,林業 では6.6%,製紙では5.2%,建設資材では6.1%
それぞれ減 少す る(3)。
収益率 も新 しい条件の もとでは減少する。収益率 の減 少 は,利 潤額(分 子)
の減少 と生産的固定 フォン ドの価額(分 母)の 増 大 とい う2つ の要 因に も と つ
く。い ま,主 要24工業 省の平均収益率をみる と,そ れは16.1%から14.3%につ
まり1.8%減少す る。 この減少は,固 定 フ ォン ドの再調達 価額 の引上げに主 と
して起因する もので,減 価償却控 除の増大 に よる ものはわずか であ るとい う。
収益率のいち じるしい減少は,石 油工業 の2.6%,化学の1.9%,林業 の4.7%,
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食 品の2.2%にみ られ る。 これ らの収 益率 を減少 させた主 な原因 もやは り再 評
価 の結果に よるものである{4}。
フ ォン ド使 用料 の額に も再評価 は大 きな影響 を与 えた。1975年く計画)の計
算に よると,現 行 の省平均使用料率の もとでは,主 要 な省は フォン ド使 用料 の
額 を7%増 大 させ る。電 力,黒 色冶金,石 油採取,林 業,製 紙 の各工業 では,
固定 フ ォン ドの再調達 価額 の増大 と関連して,フ ォン ド使用 料は増大す ること
にな った㈲。
「新経済制度」の もとでは,利 潤,収 益率そ して フ ォソ ド使用料 の増 減は,
個 々の企業 の経済的刺激基 金の形成 の増減 と関係す る。 もし,企 業 の経済的刺
激基 金への控除基準 が現行の ままであるとす る と,利 潤 と収益率の減少,フ ォ
ン ド使用料の増 大は個 々の企業の経済的刺激基金 を減少 させ る ことにな る。そ
こで,現 在,物 質的報奨基金,社 会文化施策住宅建 設基金,生 産発展基 金から
なる経済的刺激基 金をは じめそ の他の各種基金へ の現行の控除基準を再検 討す
る作 業がすすめ られているのである⑥。
この ように して,1975年1月1日か ら採用 され る新償却率には,固 定 フ ォン
ドの再生産の条件 の変化,技 術進歩 の状態,労 働生産性の向上,工 業 の各部門
におけ る労働手段の運営の特徴,必 要な大修繕額 が反映されてい るのである。
それ と共に,標 準耐用年 数の短縮は,物 理 的に も道徳的に も陳腐化 した設備を
ヨリ生産的 な新 しい設備 と取 替え,固 定 フ ォン ドの価値の回転を早め ることに




別 の 資 料 に よ る と,新 償 却 率 の 導 入 と関 連 し て,工 業 生 産 物 の 原 価 は 約O.8%増 加 し,そ の うち ・
石 油 工 業 省 で は3.5%,化 学 工 業 省 で は2.2%,有 色 冶 金 省 で は1.2%そ れ ぞ れ 増 加 す る と い う
(M.A.3aBanHuivaH,A.M.mop,HoBbleHopMblaMopTH3aqHHllHxHapoAHoxo3只箇cTBe}IHoe
3HaqeHIIe.《ByxranTepcKutiygeT》1974.No.9.c叩.43.)。 ,
②B.A.MHafleB,B.C.na取oB,B.K.CeHgaroB,TaM}Ke,cTp.40.減価 償 却 控 除 の 増 大 と関
連 し て の 生 産 物 原 価 の 増 大 は,つ ぎ の2つ の 点 に と っ て 意 義 が あ る と 一 般 に い わ れ て い る。1つ
(143)ソ ピsト におけ る新減価償却率について143
(㌧
に は,固 定 フ ォ ン ドの 更 新 用 控 除 の 増 大 は 生 産 物 原 価 を 引 上 げ な が ら も,同 時 に,投 資 財 源 の た
め の 同 額 の 追 加 源 泉 を つ く りだ す こ と で あ る 。2つ に は,そ れ は 設 備 を 集 約 的 に 利 用 し よ う とす
る企 業 に と っ て は,減 価 償 却 控 除 の 削 減,生 産 物 原 価 中 の そ の 部 分 の 低 下 の た め の 条 件 を つ く り
だ し,新 償 却 率 の 導 入 と そ の 他 の 経 済 的 テ コの も と で は,社 会 的 生 産 効 率 の 向 上 を 促 進 す る刺 激
と な るか ら で あ る(M.A.3aBanHttlHH,A.M.田op,TaM》Ke,cTp.43・)。
(3}B.A.MHafleB,B.C.naBnoB,B.K.CeHgaroB,TaM)Ke,cTp、40.別の 資 料 に よ る と,新 償
却 率 の 導 入 と関 連 し て,工 業 全 体 で 利 潤 は 約4.5%減 少 し.そ の うち,石 油 工 業 で は3%,化 学









つ い て,現 に つ ぎ の よ うな 状 況 が お きて い る こ と に 注 意 し て お く必 要 が あ る 。 周 知 の よ うに,19
67年の 卸 売 価 格 の改 訂 は 石 炭 工 業 部 門 の 企 業 の 経 営 活 動 に た い し て 積 極 的 な 影 響 を 与 え た が,そ
の 後,自 然 的 要 因 の た め 石 炭 工 業 省 の 収 益 率 は 低 下 し,1968年に は7.8%,1切2年 に は、6.4%,
1974年に は4.5%と な った 。 し か も,固 定 フ ォン ドの 今 回 の 再 評 価 と新 償 却 率 の導 入 に よ っ て,
1975年に は 収 益 率 は2.1%ま で 減 少 す る と い うの で あ る。 そ こ で,.石炭 工 業 の 収 益 率 を 安 定 さ せ
る た め に,石 炭 の 卸 売 価 格 と こ の 部 門 の フ ォン ド使 用 料 の 問 題 を 再 検 討 しな く ては な ら な くな っ
て き て い る の で あ る(B.A.MlinfieB,B.C.naBnoB,B.K.CeHgaroB,TaM>Ke,cTp・40・)。
